
医療機関に勤務する救急救命士の特定行為について

１ 救急救命士法改正について

救急救命士が救急救命処置を実施できる場は病院前のみであったが、令和

３年 10 月から、医療機関に勤務する救急救命士（以下、｢病院救急救命士｣と

言う。）は、あらかじめ必要な研修を受けた上で、｢重度傷病者が病院若しくは

診療所に到着し当該病院若しくは診療所に入院するまでの間｣に、救急救命処

置を実施することが可能になった。

２ ガイドラインについて

・法改正を受けて、（一社）日本臨床救急医学会及び（一社）日本救急医学会

から「医療機関に勤務する救急救命士の救急救命処置についてのガイドラ

イン｣が発出された。

・同ガイドラインにより、病院救急救命士の特定行為実施に当たっては、都道

府県ＭＣ協議会の認定が必要であることが示された。

３ 今後の対応

・認定手続きについては、今後厚生労働省が実施する病院救急救命士の雇用状

況や研修実施状況等の実態調査や他県の状況を踏まえつつ、消防機関に所属

する救急救命士に対する現行の認定手続きを参考に検討を進めていく。

・手続きについては、静岡県メディカルコントロール協議会に諮った上で、決

定する。

＜医療機関に勤務する救急救命士の救急救命処置についてのガイドライン（抜粋）＞

医師の具体的な指示を必要とする救急救命処置の内、
・気管内チューブによる気道確保の実施
・ビデオ硬性挿管用喉頭鏡を用いた気管内チューブによる気道確保
の実施にあたっては、都道府県MC協議会の認定を受けていることが必要。
また、救急救命処置として追加された行為である
・心肺機能停止患者に対する薬剤（エピネフリン）投与
・心肺機能停止前の重度傷病者に対する、乳酸リンゲル液を用いた静脈路確保及び輸液、血
糖測定並びに低血糖発作症例へのブドウ糖溶液の投与
については、その実施に当たり、追加前の資格取得者に関しては、同様に都道府県MC協
議会の認定を受けていることが必要
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【参考】

○ 救急救命士法（抜粋）

(定義)

第二条 この法律で「救急救命処置」とは、その症状が著しく悪化するおそれがあ

り、若しくはその生命が危険な状態にある傷病者(以下この項並びに第四十四条第

二項及び第三項において「重度傷病者」という。)が病院若しくは診療所に搬送さ

れるまでの間又は重度傷病者が病院若しくは診療所に到着し当該病院若しくは診

療所に入院するまでの間(当該重度傷病者が入院しない場合は、病院又は診療所に

到着し当該病院又は診療所に滞在している間。同条第二項及び第三項において同

じ。)に、当該重度傷病者に対して行われる気道の確保、心拍の回復その他の処置

であって、当該重度傷病者の症状の著しい悪化を防止し、又はその生命の危険を回

避するために緊急に必要なものをいう。

(特定行為等の制限)

第四十四条

（略）

３ 病院又は診療所に勤務する救急救命士は、重度傷病者が当該病院又は診療所

に到着し当該病院又は診療所に入院するまでの間において救急救命処置を行おう

とするときは、あらかじめ、厚生労働省令で定めるところにより、当該病院又は診

療所の管理者が実施する医師その他の医療従事者との緊密な連携の促進に関する

事項その他の重度傷病者が当該病院又は診療所に到着し当該病院又は診療所に入

院するまでの間において救急救命士が救急救命処置を行うために必要な事項とし

て厚生労働省令で定める事項に関する研修を受けなければならない。

○ 救急救命士法規則（抜粋）

(研修の実施)

第二十三条 救急救命士が勤務する病院又は診療所の管理者は、法第四十四条第

三項に規定する研修を実施し、当該救急救命士に重度傷病者が当該病院又は診療

所に到着し当該病院又は診療所に入院するまでの間(当該重度傷病者が入院しな

い場合は、当該病院又は診療所に到着し当該病院又は診療所に滞在している間)に

おいて救急救命処置を行わせようとするときは、あらかじめ、救急救命士による救

急救命処置の実施に関する委員会を当該病院又は診療所内に設置するとともに、

当該研修の内容に関する当該委員会における協議の結果に基づき、当該研修を実

施しなければならない。

(法第四十四条第三項の厚生労働省令で定める事項)

第二十四条 法第四十四条第三項の厚生労働省令で定める事項は、次のとおりと

する。

一 医師その他の医療従事者との緊密な連携の促進に関する事項

二 傷病者に係る安全管理に関する事項、医薬品及び医療資機材に係る安全管理

に関する事項その他の医療に係る安全管理に関する事項

三 院内感染対策に関する事項
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救急安心センター事業（＃7119）について

１ 救急安心センター事業（＃7119）の概要

○住民が急な病気やケガの際に、医師や看護師等の専門家が相談に応じる電話相談事業

○住民が適時・適切な救急要請や医療機関受診を行う上で有効な事業とされる

○総務省消防庁では、全国展開を目指し各種取組を実施

２ 当事業の導入が必要とされる背景

○近年、救急出動件数がほぼ一貫して増加

○限りある搬送資源をより緊急性の高い事案に投入するためには、救急車の適時・適切な利用を

推進していくことが重要

○＃7119の導入により、緊急度の低い救急要請（軽症者）の減少を図るとともに、住民の安心・

安全に対する満足度の向上を目指す

３ これまでの経過

○県消防長会から県に要望書提出（初回：平成29年９月５日）※以後毎年度要望あり

○令和３年度から、都道府県、市町村を問わず、当事業の実施団体に対して国から特別交付税措

置されることとなったため、当事業の導入に向けた検討を開始

○関係機関と協議を行い、県メディカルコントロール協議会作業部会（ＭＣ協議会作業部会）で

当事業の実施に向けた検討を始める

４ 事業導入に向けた検討状況

（１）第１回ＭＣ協議会作業部会

＜議事内容＞

○＃7119についての概要を説明

・全国の導入状況や＃7119が必要とされる背景

・本県の救急の現状と＃7119導入に関する経過、期待される事業効果等

＜委員からの意見＞

○事業の必要性を議論するために、事業の導入効果や成果が整理する必要がある

○現状、各消防本部の救急で、どのようなことが困難になっており、何が課題となっている

のかが不明確。事業導入の目的をはっきりさせるべき。

（静岡県危機管理部消防保安課）

資料５
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（２）第２回ＭＣ協議会作業部会

＜議事内容＞

○＃7119の導入効果に関する分析について、総務省行政評価局の調査結果をもとに、導入効

果を説明

○救急の現状について各消防本部への調査をし、その結果を説明

・救急需要ひっ迫等により救急業務に支障をきたす事例

・事業導入により、負担軽減される症例

・事業導入の必要性

＜委員からの意見＞

○概ね、事業の導入に賛成

○事業の実施方法については、決めていかなければならないことが多く、かなり議論が必要

と考えられる

○病院等の医療機関側に、事業導入のニーズがあるか確認が必要

（３）第３回ＭＣ協議会作業部会

＜議事内容＞

○＃7119の実施方法の検討

・＃7119に関する医療機関への調査結果

・＃8000の実施方法の紹介

・住民サービスの観点から、＃7119をどのレベルで実施するかの目的設定の検討

・事業の基本スキームの検討

＜委員からの意見＞

・＃7119の導入当初は他団体の実施方法を参考に、まずは実施可能なレベルから始めるとし

ても、将来的には医療相談に重点を置いた、住民のニーズに対応ができる体制とすること

が求められる

・＃8000が当初実施していた、地域の医師等で対応する方法は、医療サイドの負担が大きく、

民間業者委託での事業実施が現実的だ

・県内の東・中・西部にはそれぞれ地域差があり、事業の質の担保のため個別対応が必要

・事業実施後の効果判定や評価方法を念頭にいれながら、事業設計するべき

５ 今後の方針

○引き続き、ＭＣ作業部会の助言を得ながら、具体的な実施方法を検討していく

○費用負担について、県の財政部局や関係団体と調整していく
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